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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波探触子に着脱自在に装着される装着部材と、該装着部材に設けられたガイドレー
ルと、該ガイドレールに沿って摺動可能に設けられた加振部材と、該加振部材の摺動を規
制するストッパと、前記加振部材が前記ストッパから離れる方向に摺動されて蓄勢される
ように設けられた弾性部材と、前記加振部材が蓄勢された位置で該加振部材をロックする
ロック機構と、該ロック機構のロックを解除するロック解除機構とを有してなる加振ユニ
ット。
【請求項２】
　前記装着部材は前記超音波探触子の把持部の外周を覆って装着されるように形成され、
前記ガイドレールは前記装着部材の内面に前記超音波探触子の軸方向に沿って形成され、
前記加振部材は前記超音波探触子の把持部の外周を覆うように前記ガイドレールに摺動可
能に設けられ、
　前記弾性部材は、一端が前記装着部材に固定され、他端が前記加振部材に固定され、前
記超音波探触子の把持部を挟んで一対に設けられたバネ部材で構成されてなる請求項1の
加振ユニット。
【請求項３】
　前記ロック機構は、前記装着部材の前記超音波探触子の把持部を挟む対向面に前記超音
波探触子の軸方向に沿って一対に形成された縦スリットと、該縦スリットの長辺の一部か
ら該縦スリットに対して直交方向に形成された横スリットと、前記加振部材の前記超音波
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探触子の把持部を挟む対向面から外周側へ起立して一対に設けられて前記装着部材の縦ス
リットから突出するとともに、前記加振部材に対して前記装着部材の横スリットの方向に
摺動可能に形成された操作突起とを有して構成されてなる請求項1に記載の加振ユニット
。
【請求項４】
　前記装着部材の横スリットは、該装着部材の縦スリットの長辺に対して複数形成されて
なる請求項3に記載の加振ユニット。
【請求項５】
　前記ロック解除機構は、前記加振部材の外周面と前記装着部材の内周面の間に設けられ
、一端が前記装着部材の横スリットに係止された前記加振部材の一対の操作突起の前記縦
スリットの反対側の面に当接し、前記横スリットに沿う方向に延在して形成された一対の
解除アームと、該一対の解除アームの両者の他端と連結され該他端を前記横スリットに沿
う方向に押圧可能に前記装着部材から突出して形成された解除突起とを有して構成される
請求項3に記載の加振ユニット。
【請求項６】
　前記装着部材は前記超音波探触子の把持部の外周を覆って装着されるように形成され、
前記ストッパは前記超音波探触子と超音波診断装置とを結ぶケーブルが挿通可能な貫通穴
を有する板状に形成されるとともに、前記装着部材の後端に着脱自在に装着され、前記ガ
イドレールは前記ストッパの前記貫通穴の周囲から前記超音波探触子のケーブルの外周を
覆うように延在して形成され、前記加振部材は前記超音波探触子のケーブルが挿通可能な
貫通穴を有する板状に形成され、前記弾性部材は一端が前記ストッパに固定され、他端が
前記加振部材に固定され、前記超音波探触子のケーブルを挟んで一対に設けられたバネ部
材で構成されてなる請求項1に記載の加振ユニット。
【請求項７】
　前記ロック機構は、前記ガイドレールの上端に固定された上端固定部から前記ガイドレ
ールに沿って垂下し、前記超音波探触子のケーブルを挟んで一対に設けられたロックアー
ムと、該ロックアームの外面に形成された係止突起と、前記加振部材の貫通穴の側面に前
記ロックアームの係止突起と接触可能に設けられ、前記加振部材を前記上端固定部の方向
へ摺動させて蓄勢する際に、前記ロックアームの係止突起と協働して前記ロックアームを
撓み変形させ前記加振部材が設定位置まで摺動されたときに前記ロックアームを撓み変形
から復元させて前記係止突起と係合する係合部とを有して構成される請求項6に記載の加
振ユニット。
【請求項８】
　前記ロックアームの係止突起は、該ロックアームの外面に該ロックアームに沿って複数
形成されてなる請求項7に記載の加振ユニット。
【請求項９】
　前記ロック解除機構は、一端が前記一対のロックアームの下端と連結され前記装着部材
の外周側に向かって延在する一対の解除アームと、該一対の解除アームのそれぞれの他端
と連結され該他端を前記装着部材の内周側に向かって押圧可能に前記装着部材から突出し
て形成された一対の解除突起とを有して構成される請求項7に記載の加振ユニット。
【請求項１０】
　前記超音波探触子は被検体の体腔内に挿入される体腔内用探触子であり、
　前記装着部材は前記超音波探触子の把持部の延在方向に沿った形状を有し、該把持部に
沿って装着され、前記ガイドレールは前記装着部材の延在方向に沿って延在する一端閉口
の筒状部材の内面に筒軸に沿って形成され、該筒状部材の閉口を前記超音波探触子の超音
波送受信面側に位置させて前記装着部材の下面に着脱自在に装着され、前記弾性部材は一
端が前記筒状部材の閉口する前端に固定され、他端が前記加振部材に固定された引張りバ
ネ部材で構成され、前記ストッパは前記引張りバネ部材の両固定端の間に前記筒状部材と
密着して設けられ、前記加振部材の前記引張りバネ部材の他端が固定された面の反対側の
面に一端が固定され、他端が前記筒状部材の開口する後端から出る加振部材操作紐が設け
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られてなる請求項1に記載の加振ユニット。
【請求項１１】
　前記ロック機構は、前記筒状部材の筒壁の一部をなし、筒軸に沿って延在するアームと
、該アームをシーソー状に撓み変形可能に前記筒状部材に支持する支持部材と、前記アー
ムの後端部の内面に形成され、前記加振部材が前記ストッパに当接しているときには前記
加振部材の側面に当接して該アームを撓み変形させ、前記加振部材操作紐を引っ張って該
加振部材が設定位置まで摺動されたときには前記アームを撓み変形から復元させて前記加
振部材の端部と係合する係止突起とを有して構成される請求項10に記載の加振ユニット。
【請求項１２】
　前記アームの前端部の外面には、該前端部の外面を押圧して前記アームを撓み変形させ
、該アームの係止突起と前記加振部材の端部との係合を解除するロック解除部が形成され
てなる請求項11に記載の加振ユニット。
【請求項１３】
　請求項1乃至12のいずれか1項に記載の加振ユニットが装着されてなる超音波探触子。
【請求項１４】
　請求項1乃至12のいずれか1項に記載の加振ユニットが装着されてなる超音波探触子と、
該超音波探触子を介して被検体に超音波を送受信し、前記加振ユニットにより前記被検体
に振動を付加した際に前記被検体に伝搬する剪断波の伝搬速度を求め、該求めた伝搬速度
に基づいて超音波ビームラインにおける組織の硬さ又は軟らかさを表す弾性情報を求める
剪断波弾性情報演算手段を備えた超音波診断装置。
【請求項１５】
　画像構成部を備えることを特徴とする請求項14に記載の超音波診断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、加振ユニット、超音波探触子、及び超音波診断装置に係り、特に、被検体の
生体組織の硬さ又は軟らかさを表す弾性情報を計測するために、被検体に振動を印加して
剪断波を隆起させるのに用いられる加振ユニット、及びこの加振ユニットを備えた超音波
探触子、超音波診断装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波診断装置は、超音波検査用探触子により生体組織等に超音波を送信し、その構造
に応じた超音波の反射エコー信号を受信し、例えば超音波断層像等の断層像を構成して診
断用に表示する。
【０００３】
　近年、手動又は機械的な方法により超音波検査用探触子で生体組織等を圧迫して、計測
時間が異なる2つの受信信号のフレームデータに基づいた変位を求め、その変位から被検
体の生体組織の硬さ又は軟らかさを示す弾性画像を生成することが開示されている。例え
ば特許文献1には、機械的な手法を用いて被検体を圧迫するための機構が提案されている
。
【０００４】
　一方、被検体に対して例えば低周波(～1kHz程度)の振動(衝撃)を印加させて剪断波と呼
ばれる波を隆起させ、この剪断波の伝搬速度を計測することにより被検体の生体組織の弾
性情報を求めることが知られている。すなわち、一般に、剪断波の伝搬速度は伝搬する媒
体の弾性に相関し、媒体が硬い場合には剪断波の伝搬速度は速く、逆に媒体が軟らかい場
合には遅くなることが知られており、この特性を利用して剪断波の伝搬速度に基づいて被
検体の生体組織の弾性情報を求めることができる。
【０００５】
　この場合、例えば特許文献2に記載されているように、超音波プローブの内部に電気力
学的なアクチュエータを設けて、このアクチュエータにより被検体に振動を印加すること
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が知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】国際公開WO2007/100107号公報
【特許文献２】特表2005-534455号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、従来の技術は、超音波断層像を描出可能な汎用的な超音波探触子を用い
て剪断波の伝搬速度に基づく被検体の弾性情報を計測し、かつ電磁波ノイズによる超音波
への影響を抑制することは考慮されていない。
【０００８】
　すなわち、上記特許文献1は、機械的圧迫機構により超音波探触子を介して被検体の生
体組織等を直接圧迫することで得られる変位情報から弾性情報を得るものであるため、振
動によって隆起される剪断波から弾性情報を得ることは考慮されていない。
【０００９】
　一方、特許文献2は、振動によって隆起される剪断波から弾性情報を得る手法が記載さ
れているが、剪断波の伝搬速度を計測するために専用プローブを用いている。特許文献2
の専用プローブが単体で使用された場合、被検体の超音波断層像を描出できないため、同
じ断面に対して複数回の計測を実施するためには、別途超音波診断装置を利用して計測断
面を決定する必要があるため手間がかかる。この点、超音波断層像を描出可能な汎用の超
音波探触子に、特許文献2に記載されているような電気力学的なアクチュエータを組み込
むことも考えられるが、このアクチュエータによる電磁波ノイズが超音波に影響を与える
ため好ましくない。
【００１０】
　そこで本発明では、超音波断層像を描出可能な汎用的な超音波探触子を用いて剪断波の
伝搬速度に基づく被検体の弾性情報を計測し、かつ電磁波ノイズによる超音波への影響を
抑制することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題を解決する本発明の加振ユニットは、超音波探触子に着脱自在に装着される装
着部材と、装着部材に設けられたガイドレールと、このガイドレールに沿って摺動可能に
設けられた加振部材と、加振部材の摺動を規制するストッパと、加振部材がストッパから
離れる方向に摺動されて蓄勢されるように設けられた弾性部材と、加振部材が蓄勢された
位置で加振部材をロックするロック機構と、ロック機構のロックを解除するロック解除機
構とを有して構成される。
【００１２】
　すなわち、超音波断層像を描出可能な汎用的な超音波探触子に本発明の加振ユニットを
装着して、加振部材をガイドレールに沿って摺動させ、蓄勢された位置でロック機構によ
り加振部材をロックし、ロック解除機構によりロックを解除すると、加振部材が弾性部材
により付勢されてストッパに衝突する。この際の振動(衝撃)が加振ユニットを介して被検
体に伝搬して剪断波を隆起することができる。これによれば、専用プローブを用いる必要
がなく、超音波断層像を描出可能な汎用的な超音波探触子を用いて、例えば被検体の超音
波断層像を確認しながら剪断波の伝搬速度に基づく弾性情報を計測することができる。ま
た、加振部材をストッパに衝突させる機構的構成で振動を発生させているので、電気力学
的なアクチュエータを使用して振動を発生させる場合に比べて、電磁波ノイズによる超音
波への影響を抑制することができる。
【００１３】
　より具体的には、加振ユニットは、装着部材を超音波探触子の把持部の外周を覆って装
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着されるように形成し、この装着部材の内面に超音波探触子の軸方向に沿ってガイドレー
ルを形成し、加振部材をこのガイドレールに摺動可能に超音波探触子の把持部の外周を覆
うように設けることができる。
【００１４】
　つまり、装着部材、ガイドレール、加振部材、及びその他の部材からなる加振ユニット
を一体形成することができる。これによれば、様々な種類の汎用の超音波探触子のそれぞ
れに対応する加振ユニットが必要になる一方、加振ユニットを小型化することができるの
で、診断の際の超音波探触子の取り扱いが容易になり好ましい。
【００１５】
　また、弾性部材は、一端が装着部材に固定され、他端が加振部材に固定され、超音波探
触子の把持部を挟んで一対に設けられたバネ部材で構成することができる。これによれば
、加振部材の超音波探触子の把持部を挟んだ両側がバネ部材により付勢されるので、加振
部材が傾いてストッパに衝突することを回避することができる。
【００１６】
　また、ロック機構は、装着部材の超音波探触子の把持部を挟む対向面に超音波探触子の
軸方向に沿って一対に形成された縦スリットと、縦スリットの長辺の一部から縦スリット
に対して直交方向に形成された横スリットと、加振部材の超音波探触子の把持部を挟む対
向面から外周側へ起立して一対に設けられて装着部材の縦スリットから突出するとともに
、加振部材に対して装着部材の横スリットの方向に摺動可能に形成された操作突起とを有
して構成することができる。さらに、装着部材の横スリットは、装着部材の縦スリットの
長辺に対して複数形成することができる。
【００１７】
　これによれば、操作突起を装着部材の縦スリットに沿って摺動させて加振部材をガイド
レールの設定位置まで摺動させ、操作突起を装着部材の横スリットに沿って摺動させて横
スリットに係止させることにより加振部材をロックすることができる。さらに、複数の横
スリットを形成することにより、加振部材をガイドレールの複数の設定位置でロックする
ことができる。これによれば、例えば診断部位の被検体の体表面からの深度に応じて加振
部材のロック位置を調整することができるので好ましい。
【００１８】
　また、ロック解除機構は、加振部材の外周面と装着部材の内周面の間に設けられ、一端
が装着部材の横スリットに係止された加振部材の一対の操作突起の縦スリットの反対側の
面に当接し、横スリットに沿う方向に延在して形成された一対の解除アームと、一対の解
除アームの両者の他端と連結されこの他端を横スリットに沿う方向に押圧可能に装着部材
から突出して形成された解除突起とを有して構成することができる。
【００１９】
　これによれば、検者は装着部材から突出した解除突起を押圧することにより一対の解除
アームを介して横スリットに係止された加振部材の一対の操作突起を装着部材の縦スリッ
トの方向に摺動させて加振部材のロックを解除することができる。このように解除突起を
装着部材に設けることにより、検者は超音波断層像の撮像を行いならが容易に解除突起を
押圧することができるので、操作性の面で好ましい。さらに、解除突起は一対の解除アー
ムの両者の他端に連結されているので、1つの解除突起を押圧するだけで加振部材の一対
の操作突起の両方を摺動させて同時にロックを解除することができる。したがって、一対
の解除アームのそれぞれを別途操作する場合に比べて、容易にロック解除を行なうことが
でき、かつ加振部材が傾いてストッパに衝突することを回避することができる。
【００２０】
　加振ユニットの他の態様として、装着部材を超音波探触子の把持部の外周を覆って装着
されるように形成し、ストッパを、超音波探触子と超音波診断装置とを結ぶケーブルが挿
通可能な貫通穴を有する板状に形成して装着部材の後端に着脱自在に装着し、ガイドレー
ルをストッパの貫通穴の周囲から超音波探触子のケーブルの外周を覆うように延在して形
成することができる。
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【００２１】
　つまり、装着部材に対してストッパ、ガイドレール、加振部材、及びその他の部材から
なる加振ユニットを着脱自在に構成することにより、様々な種類の超音波探触子のそれぞ
れに対応した装着部材を設ける必要がある一方、加振ユニットは共通に用いることができ
るので好ましい。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、超音波断層像を描出可能な汎用的な超音波探触子を用いて剪断波の伝
搬速度に基づく被検体の弾性情報を計測し、かつ電磁波ノイズによる超音波への影響を抑
制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本実施形態の超音波診断装置の全体構成を示すブロック図
【図２】断層画像取得用の超音波と伝搬速度計測用の超音波の送信タイミングチャートを
示す図
【図３】剪断波画像を断層画像及びMモード画像と並べて表示した一例を示す図
【図４】加振ユニットの第1実施例を示す図
【図５】ロック機構の構成を示す図
【図６】ロック解除機構の構成を示す図
【図７】加振ユニットの動作を説明する図
【図８】加振ユニットに設けられる加振検出センサについて説明する図
【図９】加振ユニットに設けられる加振検出センサについて説明する図
【図１０】断層面のずれ防止用アタッチメントの構成を示す図
【図１１】加振ユニットの第2実施例を示す図
【図１２】加振ユニットの第3実施例を示す図
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、本発明を適用してなる加振ユニット、超音波探触子、及び超音波診断装置の実施
形態を説明する。なお、以下の説明では、同一機能部品については同一符号を付して重複
説明を省略する。
【００２５】
　まず、本発明を適用してなる超音波診断装置について説明する。図1は、超音波探触子1
2に加振ユニット14が装着されて使用される本実施形態の超音波診断装置1000の全体構成
を示すブロック図である。
【００２６】
　図1に示すように、超音波診断装置1000は、被検体10との間で超音波を送受信する超音
波探触子12と、超音波探触子12に送信パルスを供給する送信部16と、超音波探触子12で受
信された反射エコー信号を受信する受信部18と、送信部16と受信部18を制御する超音波送
受信制御部20と、受信部18で受信された反射エコー信号に対して整相加算処理を行なう整
相加算部22と、整相加算部22で整相加算されたRF信号フレームデータに対して各種信号処
理を行なう断層画像構成部24と、白黒スキャンコンバータ26とを備えている。
【００２７】
　また、整相加算部22から出力されるRFフレーム信号を格納するフレームデータメモリ28
と、被検体10の生体組織に生じた変位を計測する変位計測部30と、変位計測部30で計測さ
れた変位情報から連続的な圧迫過程における被検体の生体組織の硬さ又は軟らかさを表す
弾性情報を算出するための歪み又は弾性率を求める弾性情報演算部32と、弾性情報演算部
32で演算した歪み又は弾性率からカラー弾性画像を構成する弾性画像構成部34と、弾性画
像構成部34の出力信号を画像表示部の表示に合うように変換するカラースキャンコンバー
タ36とを備えている。
【００２８】
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　また、整相加算部22から出力される後に詳述するRFライン信号を格納するラインデータ
メモリ38と、剪断波の伝搬速度を演算する剪断波伝搬速度演算部40と、伝搬速度から弾性
情報を算出するための歪み情報を求める剪断波弾性情報演算部42と、剪断波弾性情報演算
部42で演算した歪み情報から時間軸を基準とする歪み像を生成する剪断波画像構成部44と
を備え、剪断波画像構成部44の出力信号はカラースキャンコンバータ36により画像表示部
の表示に合うように変換されるようになっている。
【００２９】
　また、白黒断層画像とカラー弾性画像を重ね合わせたり、並列に表示させたり、切替え
たりする切替え加算部46と、合成された合成画像を表示する画像表示部48と、加振ユニッ
ト14から被検体10に振動が印加されたことを示す信号を受信する加振タイミング受信部50
と、加振タイミング受信部50からの出力信号に基づいて超音波診断装置をフリーズさせる
信号を切替え加算部46に出力するフリーズ制御部52とを備えている。
【００３０】
　以下、超音波診断装置1000の各構成要素の詳細を説明する。超音波探触子12は、図示は
省略したがその中には超音波の発生源であるとともに反射エコーを受信する多数の振動子
が短冊状に配列して内蔵されており、機械式又は電子的にビーム走査を行って被検体に超
音波を送信及び受信する。各振動子は、一般に、入力されるパルス波、又は連続波の送波
信号を超音波に変換して発射する機能と、被検体の内部から発射する反射エコーを電気信
号(反射エコー信号)に変換して出力する機能を有して形成される。
【００３１】
　送信部16は、超音波探触子12を駆動して超音波を発生させるための送波パルスを生成す
るとともに、内蔵された送波整相加算回路によって送信される超音波の収束点をある深さ
に設定するものである。受信部18は、超音波探触子12で受信した反射エコー信号を所定の
ゲインで増幅するものである。超音波送受信制御部20は、送信部16及び受信部18を制御す
ることにより超音波を送信及び受信するタイミングを制御するものである。受信部18で増
幅された各振動子の数に対応した数の反射エコー信号が整相加算部22に入力される。
【００３２】
　整相加算部22は、受信部18で増幅された反射エコー信号の位相を制御し、RF信号フレー
ムデータを形成するものである。断層画像構成部24は、整相加算部22からのRF信号フレー
ムデータを入力して、ゲイン補正、ログ補正、検波、輪郭強調、フィルタ処理等の各種信
号処理を行なうものである。
【００３３】
　白黒スキャンコンバータ26は、断層画像構成部24から出力されるRF信号フレームデータ
を超音波周期で取得し、このRF信号フレームデータを表示するためテレビジョン方式の周
期で読み出す断層走査手段及びシステムの制御を行うための手段、例えば、断層画像構成
部24からのRF信号フレームデータをディジタル信号に変換するA/D変換器と、このA/D変換
器でディジタル化された断層画像データを時系列に記憶する複数枚のフレームメモリと、
これらの動作を制御するコントローラなどを含んで構成される。
【００３４】
　フレームデータメモリ28には、整相加算部22から出力されたRFフレーム信号が順次記録
される。変位計測部30は、フレームデータメモリ28の1組のデータから、1次元あるいは2
次元相関処理を行って、断層画像の各点に対応する生体組織における変位や移動ベクトル
、すなわち変位の方向と大きさに関する1次元又は2次元変位分布を求める。
【００３５】
　移動ベクトルの検出方法の一つに、例えばブロックマッチング法が挙げられる。ブロッ
クマッチング法とは、画像を例えばN×N画素からなるブロックに分け、関心領域内のブロ
ックに着目し、着目しているブロックに最も近似しているブロックを前のフレームから探
し、これを参照して予測符号化、すなわち差分により標本値を決定する処理を行うもので
ある。
【００３６】
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　弾性情報演算部32は、変位計測部30から出力されるデータに対し、歪みあるいは弾性率
を演算するものである。例えば、弾性率を演算する場合、超音波探触子12に接続された図
示していない圧力センサによって計測された圧力値を用いることができるが、変位計測部
30からの出力データから歪みデータを算出する必要がある。この歪みデータは、生体組織
の移動量、例えば変位を空間微分することによって算出される。また、弾性率のデータは
、圧力の変化を歪みの変化で除することによって計算される。
【００３７】
　変位計測部30により計測された変位をL(x)、圧力センサにより計測された圧力をP(x)と
すると、歪みΔS(x)は、L(x)を空間微分することによって算出することができるから、Δ
S(x)＝ΔL(x)/Δxという式を用いて求められる。
【００３８】
　また、弾性率データであるヤング率Ym(x)は、Ym(x)＝(ΔP(x))/ΔS(x)という式によっ
て算出される。ヤング率から断層画像の各点に相当する生体組織の弾性率が求められるの
で、2次元の弾性画像データを連続的に得ることができる。なお、ヤング率とは、物体に
加えられた単純引張り応力と引張りに平行に生じるひずみに対する比である。
【００３９】
　弾性画像構成部34は、図示しないフレームメモリと画像処理部とで構成されており、弾
性情報演算部32から時系列に出力される弾性フレームデータをフレームメモリに確保し、
確保されたフレームデータに対し所望の画像処理を行うものである。
【００４０】
　カラースキャンコンバータ36は、弾性画像構成部34と後述する剪断波画像構成部44から
の弾性画像データを変換してカラーの弾性画像を生成し、切替え加算部46を介して画像表
示部48に表示させるようになっている。つまり、カラースキャンコンバータ36は、予め設
定された弾性情報(変位、歪み又は弾性率)の上限値及び下限値の範囲に基づいて、弾性画
像に階調化(例えば、256階調)された赤、緑、青などの色相コードを付与する。例えば、
弾性フレームデータの弾性率が大きく計測された硬い領域は青色コードに変換し、逆に弾
性率が小さく計測された軟らかい領域は赤色コードに変換する。なお、カラースキャンコ
ンバータ36に代えて、白黒スキャンコンバータ26を用いることができる。この場合は、弾
性率が大きく計測された硬い領域は輝度を明るく、逆に弾性率が小さく計測された軟らか
い領域は輝度を暗くするなどにより、弾性率の分布を表すことができる。
【００４１】
　切替え加算部46は、白黒スキャンコンバータ26から出力される白黒の断層像データと、
カラースキャンコンバータ36から出力されるカラーの弾性画像データとを入力し、両画像
を切り替えていずれか一方を表示させる機能と、両画像の一方を半透明にして加算合成し
て画像表示部48に重ねて表示させる機能と、両画像を並べて表示させる機能を有して形成
されている。
【００４２】
　画像表示部48は、白黒スキャンコンバータ26によって得られた時系列の断層画像データ
と、カラースキャンコンバータ36によって得られた時系列の弾性画像を表示するものであ
る。切替え加算部46を介して白黒スキャンコンバータ26及びカラースキャンコンバータ36
から出力される画像データをアナログ信号に変換するD/A変換器と、このD/A変換器からア
ナログビデオ信号を入力して画像として表示するカラーテレビモニタとからなる。
【００４３】
　本発明における超音波診断装置1000は、加振ユニット14が装着されてなる超音波探触子
12と、超音波探触子12を介して被検体に超音波を送受信し、加振ユニット14により被検体
に振動を付加した際に被検体に伝搬する剪断波の伝搬速度を求め、該求めた伝搬速度に基
づいて超音波ビームラインにおける組織の硬さ又は軟らかさを表す弾性情報を求める剪断
波弾性情報演算手段40、42を備える。また超音波ビームラインの時間経過に沿った剪断波
画像を生成する剪断波画像構成部44を備える。
【００４４】
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　被検体に振動を印加して剪断波を発生させ、この剪断波の伝搬速度に基づいて被検体の
生体組織の弾性情報を求める構成について具体的に説明する。上述したように、被検体10
に対して剪断波を発生させるためには、例えば～1kHz程度の低周波振動を印加する必要が
ある。このため、超音波探触子12には、着脱が可能な加振ユニット14が装着されている。
加振ユニット14の詳細は後述する。
【００４５】
　ここで、送信部16から超音波探触子12を介して被検体10に照射される超音波は、断層画
像取得用の超音波と、剪断波の伝搬速度計測用の超音波がある。断層画像取得用の超音波
は、超音波探触子12内に複数個配列された振動子を順次切り替えて送信するものである。
【００４６】
　一方、伝搬速度計測用の超音波は、超音波探触子12内に複数個配列された振動子のうち
、チャンネルとしてあらかじめ設定された箇所(例えば超音波探触子12の複数配列された
振動子のうち中央の振動子)からのみ送信される。図2は断層画像取得用の超音波と伝搬速
度計測用の超音波の送信タイミングチャートを示す図であり、上部が断層画像取得用の超
音波の送信タイミング、下部が伝搬速度計測用の超音波の送信タイミングを示している。
図2に示すように、伝搬速度計測用の超音波は、断層画像取得用の超音波が複数送信され
る毎に1回送信され、その送信間隔はα(伝搬速度計測用ビームのPRF：パルス繰り返し周
波数)であり、1フレーム内で複数回送信される。
【００４７】
　このように送信された伝搬速度計測用の超音波の受信信号は、順次ラインデータメモリ
38に記録される。つまり被検体10の断層部位の1の超音波ビームラインにおけるRF信号を
順次記録する。剪断波伝搬速度演算部40は、取得時刻の異なる複数の受信信号から伝搬速
度を算出して深度方向の伝搬速度分布を求める。つまり、剪断波は時間の経過とともに被
検体10の内部に伝搬するが、伝搬速度計測用の超音波によりその深度と時間(αの逆数)と
で、伝搬速度を演算することが可能となる。
【００４８】
　剪断波弾性情報演算部42は、伝搬速度分布から剪断波による弾性情報を演算する。ヤン
グ率をE、媒体の密度をρ、伝搬速度をVSとすると、E＝3ρVS2でという式で表されるので
、これを用いて演算する。
【００４９】
　剪断波画像構成部44は、剪断波伝搬速度演算部40で求めた深度方向の剪断波の伝搬速度
を示す剪断波画像つまり被検体10の断層部位の1の超音波ビームラインにおけるRF信号デ
ータに基づいてこの1の超音波ビームラインの時間経過に沿った剪断波画像を構成し、カ
ラースキャンコンバータ36は剪断波画像を画像化する。図3は剪断波画像を断層画像及びM
モード画像と並べて表示した一例を示す図である。図3の左側には断層画像60が表示され
ており、この断層画像60上には、伝搬速度計測用の超音波の計測ライン62が表示されてい
る。また、図3右上には計測ライン62における生体組織の時間変化を示す画像つまりMモー
ド画像64が表示されている。そして、図3右下には、計測ライン62における剪断波画像66
が表示されている。
【００５０】
　なお、図3はフリーズ制御部52からフリーズ信号が入力された際の表示例について示し
たものである。すなわち、詳細は後述するが、加振ユニット14には、被検体に振動を印加
したタイミングを検出する加振検出センサが設けられている。加振検出センサによる検出
信号は加振タイミング受信部50を介してフリーズ制御部52に入力され、フリーズ制御部52
は振動が印加されてから所定の時間が経過した後に(例えばβ(msec))超音波診断装置をフ
リーズさせて表示画像をフリーズさせる。図3に示すように、加振タイミング受信部50が
検出信号を受信したタイミングは、図3右側のMモード画像及び剪断波画像上にタイミング
ライン68(以下、TL)として表示される。これによれば、振動が印加されて剪断波が所定の
深度まで伝搬する様子(剪断波画像)が明瞭に描出されるタイミングを逃すことなく弾性計
測を行うことが可能となる。
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【００５１】
　また、図3の表示例ではフレームデータメモリ28、変位計測部30、弾性情報演算部32、
及び弾性画像構成部34によって得られる被検体の断層部位における弾性画像を表示してい
ないが、断層画像60に重畳して、或いは断層画像60と並列して表示することもできる。こ
のように被検体の断層部位における断層画像、弾性画像、及び剪断波から得られる弾性情
報を含む剪断波画像を組み合わせて表示させることで、多角的な診断情報を提供すること
ができる。例えば、最初に断層画像と弾性画像を重畳或いは並列して表示させて、被検体
の断層部位全体における弾性分布(例えば歪み分布)を観察しながら、より詳細に診断した
い部位を特定する。その後、特定した部位について剪断波の伝搬速度に基づく弾性情報を
計測したり剪断波画像を生成表示したりすることにより、効率よく診断を行うことができ
る。
【００５２】
　以下、本実施形態の特徴部である加振ユニットについて各実施例を用いて説明する。
【実施例１】
【００５３】
　図4は、加振ユニットの第1実施例を示す図である。図4(a)は加振ユニットの装着部材を
上から見た平面図と側面図、図4(b)は加振ユニットの斜視図と下から見た平面図、図4(c)
は装着部と加振ユニットを組み合わせて超音波探触子に装着した状態を示す図である。図
4(a)～(c)に示すように、加振ユニット14は、超音波探触子12の把持部12aに着脱自在に装
着される装着部材72と、装着部材72に着脱自在に装着される加振ユニット14とを備えて構
成されている。
【００５４】
　特に実施例1における加振ユニット14は、超音波探触子12に着脱自在に装着される装着
部材72と、装着部材72に設けられたガイドレール82と、ガイドレール82に沿って摺動可能
に設けられた加振部材84と、加振部材84の摺動を規制するストッパ80と、加振部材84がス
トッパ80から離れる方向に摺動されて蓄勢されるように設けられた弾性部材(引張りバネ8
6)と、加振部材84が蓄勢された位置で加振部材84をロックするロック機構90と、ロック機
構90のロックを解除するロック解除機構92とを有している。加振ユニット14の各機構につ
いて下記より具体的に説明する。
【００５５】
　装着部材72は、上から見て略U型形状の部材が上下方向に延在して形成されており、超
音波探触子12の把持部12aの外周を覆って装着されるように設けられている。装着部材72
の上面には、加振ユニット14との連結の際に使用される固定用爪76が形成されている。
【００５６】
　一方、加振ユニット14は、装着部材72の後端に着脱自在に装着されるストッパ80と、ス
トッパ80から超音波探触子12の後方に向かって延在するガイドレール82と、ガイドレール
82に沿って摺動可能に設けられた加振部材84と、加振部材84がストッパ80から離れる方向
に摺動されて蓄勢されるように、ストッパ80と加振部材84とを連結する弾性部材である引
張りバネ86と、ガイドレール82の上端を固定する上端固定部88とを備えている。加振部材
84はストッパ80に衝突して被検体に振動を印加し、剪断波を隆起させる負荷(おもり)であ
る。本実施例では、弾性部材を引張りバネ86として示したが、ゴム等の弾性部材であって
もよい。
【００５７】
　ストッパ80は、超音波探触子12と超音波診断装置とを結ぶケーブル78が挿通可能な貫通
穴を有する略U型形状の2枚の板部材(上部ストッパ80aと下部ストッパ80b)が重ねて構成さ
れている。上部ストッパ80aは加振部材84の摺動の一方向(本実施例では下方向)を規制す
るよう設けられており、上部ストッパ80aには、ケーブル78を挟んで対向する位置に一対
の穴80cが形成されている。引張りバネ86は上部ストッパ80aの穴80cの位置に一対に設け
られ、下部ストッパ80bに一端が固定され他端が加振部材84に固定されている。下部スト
ッパ80bの底面には、装着部材72との連結の際にセットされる3個の固定用ホール89が設け
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られている。ガイドレール82はストッパ80のケーブル78の貫通穴の周囲からケーブル78に
沿って延在してケーブル78の外周を覆って設けられている。加振部材84はケーブル78が挿
通可能な貫通穴を有する略U型形状の板状に形成されている。
【００５８】
　また、加振ユニット14は、加振部材84が蓄勢された位置で加振部材84をロックするロッ
ク機構と、ロック機構のロックを解除するロック解除機構とを有して構成される。以下、
図5，6を用いて、ロック機構とロック解除機構の構成を説明する。
【００５９】
　図5(a)は加振ユニット14の全体構成を示す図であり、図5(b)は図5(a)の一部を拡大した
ロック機構90の構成を示す模式図である。図5に示すように、ロック機構90は、ガイドレ
ール82の上端に固定された上端固定部88からガイドレール82に沿って垂下し、ケーブル78
を挟んで一対に設けられたロックアーム94と、ロックアーム94の外面にロックアーム94に
沿って複数形成された係止突起96と、加振部材84の貫通穴の側面に突起状に設けられた係
合部98とを有して構成されている。ロックアーム94はガイドレール82に内蔵されて設けら
れている。係合部98は、加振部材84を上端固定部88の方向へ摺動させて蓄勢する際に、ロ
ックアーム94の係止突起96と接触可能に設けられ、ロックアームの係止突起96と協働して
ロックアーム94をケーブル78の方向へ撓み変形させ加振部材84が設定位置まで摺動された
ときにロックアーム94を撓み変形から復元させて係止突起96と係合するよう形成されてい
る。
【００６０】
　図6はロック解除機構92の構成を示す模式図である。図6に示すように、ロック解除機構
92は、一端が一対のロックアーム94の下端と連結され装着部材72の外周側に向かって延在
する一対の解除アーム100aと、解除アーム100aの延在端から装着部材72の上面に設けられ
た動作連動部99を介して装着部材72に沿って垂下する一対の解除アーム100bと、この一対
の解除アーム100bのそれぞれの他端と連結され、この他端を装着部材72の内周側に向かっ
て押圧可能に装着部材72から突出して形成された一対の解除突起102とを有して構成され
ている。
【００６１】
　続いて、本実施例の加振ユニット14の操作について説明する。初めに、装着部材72を、
U型形状の開口部から超音波探触子のケーブル78に嵌めこみ、超音波探触子12の把持部12a
まで押し下げて超音波探触子12に装着させる。その後、加振ユニット14も同様に、U型形
状の開口部からケーブル78に嵌めこみ、超音波探触子12側に押し込む。この時、装着部材
72の3箇所の固定用爪76と加振ユニット14の3箇所の固定用ホール89とが連結されて加振ユ
ニット14が装着部材72に装着される。
【００６２】
　次に、図7を用いて加振ユニット14の動作を説明する。図7(a)は加振ユニット14の定常
状態を示す図である。図7(b)は加振部材84を持ち上げて蓄勢させてロックした状態を示す
図である。図7(c)は圧縮バネを用いて加振部材を蓄勢する場合の加振部材84をロックした
状態を示す図である。
【００６３】
　まず、図7(a)に示すように、定常状態では、加振部材84は引張りバネ86に引っ張られて
ストッパ80(上部ストッパ80a)に当接している。続いて、図7(b)に示すように、この定常
状態から加振部材84を駆動保持位置まで上部に引き上げてセットする。このとき、加振部
材84をガイドレール82に沿って上部へ摺動させると、ロックアーム94の係止突起96と加振
部材84の係合部98が接触してロックアーム94がケーブル78の方向へ撓み変形し、さらに上
部へ摺動させるとロックアーム94が撓み変形から復元されて係止突起96と係合部98が互い
に噛みあって両者が係合する。加振部材84をさらに上部へ持ち上げると、係止突起96が順
次ロックアーム94に沿って形成された上部の係止突起96に係合されるので、検者は任意の
位置で加振部材84をロックすることができる。これによれば、診断部位の被検体の体表面
からの深度に応じて、例えば計測する部位が被検体の比較的体表にある場合には、加振部
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材84の駆動距離を短くするように、反対に計測部位が比較的深部にある場合には、駆動距
離を長くするように加振部材84のロック位置を調整することができる。
【００６４】
　加振部材84を任意の位置でロックしたら、続いて、検者は装着部材72から突出された解
除突起102を押圧することによりロックを解除する。つまり、解除突起102を装着部材72の
内周側に押圧すると、解除アーム100a，100b及び動作連動部99を介してロックアーム94の
下端が装着部材72の内周側に撓み変形して、ロックアーム94の係止突起96と加振部材84の
係合部98の係合がはずれる。すると、加振部材84は引張りバネ86により付勢されてガイド
レール82に沿って下方向に摺動してストッパ80(上部ストッパ80a)に衝突する。
【００６５】
　また、図7(c)に示すように、引張りバネ86の代わりに圧縮バネ87(押しバネ)を用いるこ
ともできる。この場合、圧縮バネ87は一端が上端固定部88に固定され、他端が加振部材84
の上面に固定される。圧縮バネ87を用いる場合も同様に、加振部材84は定常状態のときは
圧縮バネ87に付勢されてストッパ80(上部ストッパ80a)に当接している。その状態から加
振部材84を持ち上げて任意に位置でロックして蓄勢させる。そして、解除突起102を装着
部材72の内周側に押圧して、ロックアーム94の係止突起96と加振部材84の係合部98の係合
をはずして、加振部材84をストッパ80(上部ストッパ80a)に衝突させる。なお、加振部材8
4を蓄勢する弾性部材は、バネの他、圧縮空気を利用する機構や、電磁ソレノイドを利用
する機構等を用いることもできる。
【００６６】
　本実施例のように、ケーブル78を挟んだ両側に一対に引張りバネ86(圧縮バネ87)を設け
ることにより、加振部材84のケーブル78を挟んだ両側が引張りバネ86(圧縮バネ87)により
付勢されるので、加振部材84が傾いてストッパ80に衝突することを回避することができ、
効率よく被検体に振動を伝えることができる。
【００６７】
　続いて、本実施例の加振ユニット14に設けられる加振検出センサについて図8，9を用い
て説明する。図8(a)はストッパ80に設けられた電極を示す図であり、図8(b)は加振部材84
に設けられた電極を示す図である。図8(a)(b)に示すように、加振部材84とストッパ80の
当接面には2対の電極110a，110bと112a，112bが対向して設けられている。また、図8(b)
に示すように、加振部材84の当接面に設けられた電極110a，110bは互いに加振部材84の内
部で導電線114により導通されている。これにより、加振部材84とストッパ80が当接した
らストッパ80の電極112a，112bが導通することになる。
【００６８】
　ストッパ80の電極112a，112bのいずれか一方は、図4に示すようにストッパ80及び装着
部材72に形成されたタイミング信号導通ホール116を介して、タイミング信号導通ホール1
16の底部に設けられた加振検出センサ118に導通している。加振検出センサ118は、ストッ
パ80の電極112a，112bが導通した際のストッパ80の電極112a，112bのいずれか一方の電位
の変化により加振部材84とストッパ80が当接したことを検出する。検出信号は、加振検出
センサ118から例えば図示していない外付けのケーブル或いは無線を介して超音波診断装
置1000に送信される。
【００６９】
　また、図9(a)(b)に示すように、装着部材72が超音波探触子12に装着された状態で、加
振検出センサ118と超音波探触子12内に設けられた微小電極120とが導通するように構成し
、微小電極120と超音波診断装置1000をケーブル78内に併設された通信ラインを介して接
続することもできる。これによれば、外付けのケーブルを準備してセットする場合に比べ
て、加振ユニット14をセットするだけでよいので使い勝手がよい。また、無線通信をする
場合に比べて部品コストを抑えることができる。
【００７０】
　超音波診断装置1000は、上述のように、加振検出センサ118により加振部材84がストッ
パ80に当接したことが検出された後、あらかじめ設定された時間が経過したら超音波診断
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装置をフリーズさせて剪断波画像をフリーズ表示する。これにより、振動が印加されて剪
断波が所定の深度まで伝搬する様子(剪断波画像)が明瞭に描出されるタイミングを逃すこ
となく弾性計測を行うことが可能となる。
【００７１】
　以上、本実施例の加振ユニットによれば、被検体に剪断波を隆起させる専用プローブを
用いる必要がなく、超音波断層像を描出可能な汎用的な超音波探触子を用いて、被検体の
超音波断層像を確認しながら剪断波画像を描画したり、剪断波の伝搬速度に基づく弾性情
報を計測したりすることができる。また、加振部材84をストッパ80に衝突させる機構的構
成で振動を発生させているので、電気力学的なアクチュエータを使用して振動を発生させ
る場合に比べて、電磁波ノイズによる超音波への影響を抑制することができる。
【００７２】
　また、ガイドレール82をケーブル78の外周を覆うように設けているため、加振部材84を
摺動させた際に、加振部材84がケーブル78に擦れるのを保護することができる。その結果
、加振部材84がケーブル78に擦れることによる余分な振動が生じるのを防止することがで
きる。
【００７３】
　また、装着部材72と加振ユニット14とを別々の部材として構成しており、かつ加振ユニ
ット14を装着部材72に対して着脱自在に構成することにより、様々な種類の超音波探触子
に対して加振ユニット14を共通に用いることができる。すなわち、超音波断層像を描出可
能な汎用的な超音波探触子は様々な種類があるが、その様々な種類の超音波探触子にそれ
ぞれ対応した装着部材72を設けて、各装着部材72と加振ユニット14の接合機構を共通化し
ておけば、各装着部材72に対して加振ユニット14を共通に用いることができるので好まし
い。
【００７４】
　ところで、上述のように本実施形態の超音波診断装置は、被検体の断層部位の1の超音
波ビームラインのRF信号を順次計測するものであるので、計測中に超音波探触子12が傾い
て断層面がずれるのは好ましくない。そこで、計測中の断層面のずれ防止用のアタッチメ
ントを別途用いることができる。図10は断層面のずれ防止用アタッチメントの構成を示す
図である。
【００７５】
　図10(a)は超音波探触子12の正面図及び断層面のずれ防止用アタッチメント130の正面図
、図10(b)(c)はそれぞれ超音波探触子12にずれ防止用アタッチメント130を装着した状態
の正面図及び側面図である。図10(a)～(c)に示すように、ずれ防止用アタッチメント130
は、超音波探触子12の超音波送受信面12b側から超音波探触子12に嵌めこんで装着するも
のである。ずれ防止用アタッチメント130は、超音波探触子12の超音波送受信面12bの周縁
に沿って枠状に形成された枠体132と、枠体132の一対の長辺132aから垂設されるとともに
超音波探触子12に係止可能な係止部134aを有する係合部材134と、枠体132の一対の短辺13
2bから超音波探触子12の幅に合わせて垂接された規制部材136とを備えて構成されている
。
【００７６】
　ずれ防止用アタッチメント130は、枠体132を超音波探触子12に装着した際に、枠体132
の被検体との当接面132cと超音波探触子12の超音波送受信面12bの面位置が合うように形
成されている。係合部材134は、枠体132の長辺132aのそれぞれに、間隔をあけて2つ設け
られている。このようなずれ防止用アタッチメント130を超音波探触子12に装着すること
により、被検体10に対する接触面積を拡大することができるので、超音波計測中に超音波
探触子12が傾いて断層面がずれるのを抑制することができる。
【００７７】
　特に、本実施形態のように加振ユニット14を用いて被検体10に振動を印加する場合、超
音波探触子12の持ち手の手ぶれなどにより超音波探触子12が傾いて断層面がずれるのは好
ましくないが、ずれ防止用アタッチメント130を併用することにより、超音波探触子12の
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持ち手の手ぶれを低減して、断層面のずれを防止することができる。ずれ防止用アタッチ
メント130は以下の実施例の超音波探触子にも適宜用いることもできる。
【実施例２】
【００７８】
　図11は、加振ユニットの第2実施例を示す図である。本実施例は、装着部材と加振ユニ
ットが一体形成された例を示すものである。図11(a)は加振ユニットの上面図、図11(b)は
加振部材の側面図、図11(c)(d)はそれぞれ装着部材の正面図及び側面図、図11(e)は超音
波探触子12に加振ユニットを装着した状態を示す図である。なお図11(e)では、説明の便
宜上、装着部材72の内部に隠れる部材を破線で示している。
【００７９】
　図11に示すように、装着部材72は、上から見て略U型形状の部材が上下方向に延在して
形成されており、超音波探触子12の把持部12aの外周を覆って装着されるようになってい
る。ガイドレール82は装着部材72の内面に超音波探触子12の軸方向に沿って、把持部12a
に対して対称に一対に形成されている。加振部材84は、上から見て略U型形状の部材が上
下方向に延在して形成されており、装着部材72の内周側で、超音波探触子12の把持部12a
の外周を覆うように設けられている。加振部材84の外周面には、摺動突起84aが超音波探
触子12の把持部12aに対して対称位置に一対に形成されており、摺動突起84aはガイドレー
ル82に沿って摺動するよう設けられている。
【００８０】
　圧縮バネ87は、一端が装着部材72の内面に固定され、他端が加振部材84の上端に固定さ
れている。圧縮バネ87は、図11(e)に1箇所しか図示されていないが、実際には、超音波探
触子12の把持部12aを挟んで一対に設けられている。これにより、加振部材84の超音波探
触子12の把持部12aを挟んだ両側が圧縮バネ87により付勢されるので、加振部材84が傾い
てストッパ80に衝突することを回避することができる。ストッパ80は、加振部材84の下端
と接触可能に、装着部材72の内面の4箇所から中央に向けて突出して形成されている。
【００８１】
　本実施例のロック機構90は、図11(d)に示すように、装着部材72の超音波探触子12の把
持部12aを挟む対向面に超音波探触子12の軸方向に沿って一対に形成された縦スリット72a
と、縦スリット72aの長辺の一部から縦スリット72aに対して直交方向に形成された横スリ
ット72bと、加振部材84の超音波探触子12の把持部12aを挟む対向面から外周側へ起立して
一対に設けられた操作突起84bとを有して構成されている。操作突起84bは装着部材72の縦
スリット72aから突出するとともに、図11(b)に示すように、加振部材84の外面に横方向に
形成された溝84cに沿って摺動可能になっている。つまり、操作突起84bは加振部材84に対
して装着部材の横スリット72bの方向に摺動可能に形成されている。また、横スリット72b
は、装着部材72の縦スリット72aの長辺に対して複数(本実施例では2つ)形成されている。
【００８２】
　これによれば、操作突起84bを装着部材72の縦スリット72aに沿って摺動させて加振部材
84をガイドレール82の設定位置まで摺動させ、操作突起84bを装着部材72の上下段いずれ
かの横スリット72bに沿って摺動させて横スリット72bに係止させることにより、加振部材
84をロックすることができる。特に、複数の横スリット72bを形成することにより、加振
部材をガイドレールの複数の設定位置でロックすることができるので、診断部位の被検体
の体表面からの深度に応じて、例えば計測する部位が被検体の比較的体表にある場合には
、加振部材84の駆動距離を短くするように、反対に計測部位が比較的深部にある場合には
、駆動距離を長くするように加振部材84のロック位置を調整することができるので好まし
い。なお図11(e)では説明の便宜上、操作突起84bが上段の横スリット72bに係止されてい
る様子を図示している。
【００８３】
　本実施例のロック解除機構92は、図11(a)(e)に示すように、加振部材84の外周面と装着
部材72の内周面の間に設けられた一対の解除アーム100と、この一対の解除アーム100の両
者と連結され装着部材72から突出して形成された解除突起102とを有して構成される。解
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除アーム100はそれぞれ、一端が装着部材72の横スリット72bに係止された加振部材84の一
対の操作突起84bの縦スリット72aの反対側の面に当接し、横スリット72bに沿う方向に延
在して形成されている。解除突起102は、解除アーム100の両者の他端を横スリット72bに
沿う方向に押圧可能になっており、装着部材72から突出して形成されている。なお本実施
例では横スリット72bが上下二段に形成されているので、これに対応して解除アーム100も
上下二段に設けられている。
【００８４】
　これによれば、検者は装着部材72から突出した解除突起102を押圧することにより一対
の解除アーム100を介して横スリット72bに係止された加振部材の一対の操作突起84bを装
着部材の縦スリット72aの方向に摺動させて加振部材84のロックを解除することができる
。
【００８５】
　本実施例のように、解除突起102を装着部材72から突出させることにより、検者は超音
波断層像の撮像を行いならが容易に解除突起102を押圧することができるので、操作性の
面で好ましい。さらに、解除突起は一対の解除アーム100の両者の他端に連結されている
ので、1つの解除突起102を押圧するだけで加振部材84の一対の操作突起84bの両方を摺動
させて同時にロックを解除することができる。したがって、一対の解除アームのそれぞれ
を別途操作する場合に比べて、容易にロック解除を行なうことができ、かつ加振部材が傾
いてストッパに衝突することを回避することができる。
【００８６】
　また、本実施例のように装着部材と加振ユニットを一体形成することにより、様々な種
類の汎用の超音波探触子に対応する加振ユニットが必要になる一方、加振ユニットを小型
化することができるので、診断の際の超音波探触子の取り扱いが容易になり好ましい。
【００８７】
　特に、本実施形態のように加振ユニット14を用いて被検体10に振動を印加する場合、超
音波探触子12の持ち手の手ぶれなどにより超音波探触子12が傾いて断層面がずれるのは好
ましくないが、加振ユニットの小型化により超音波探触子の取り扱いが容易になるので、
断層面のずれの防止に有効である。
【実施例３】
【００８８】
　図12は、加振ユニットの第2実施例を示す図である。本実施例は、超音波探触子12が被
検体10の体腔内に挿入される体腔内用探触子である場合の実施例を示すものである。図12
(a)は装着部材と加振ユニットの側面図、図12(b)(c)はそれぞれ加振ユニットを超音波探
触子に装着した状態の後面図及び側面図である。なお図12(a)(c)では、説明の便宜上、加
振ユニットの内部に隠れる部材を破線で示している。
【００８９】
　装着部材72は、超音波探触子12の把持部12aの延在方向に沿った形状を有しており、把
持部12aに沿って着脱自在に装着されるよう形成されている。この装着部材72の下側に、
装着部材72の延在方向に沿って延在する一端閉口の筒状部材140が着脱可能に装着されて
いる。筒状部材140は閉口側を超音波探触子12の超音波送受信面側に位置させて装着部材7
2の下面に着脱自在に装着されている。
【００９０】
　ガイドレール82は筒状部材140の内面に筒軸に沿って左右一対に形成されている。加振
部材84の左右側面にはガイドレール82に対応して一対の摺動突起84aが、ガイドレール82
に沿って摺動可能に形成されている。弾性部材として引張りバネ86が、一端を筒状部材14
0の閉口する前端に固定され、他端を加振部材の前面に固定されて設けられている。スト
ッパ80は引張りバネ86の両固定端の間に筒状部材140と密着して設けられている。また、
加振部材操作紐142は、一端を加振部材84の後面つまり引張りバネ86の他端が固定された
面の反対側の面に固定され、他端を筒状部材140の開口する後端から出して設けられてい
る。加振部材操作紐142の他端には加振部材84をガイドレール82に沿って摺動させる際に
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【００９１】
　本実施例のロック機構90は、図12(a)に示すように、筒状部材140の筒壁の一部をなし、
筒軸に沿って延在するアーム144と、アーム144をシーソー状に撓み変形可能に筒状部材14
0に支持する図示されていない支持部材と、アーム144の後端部の内面に形成された係止突
起146とを有して構成される。係止突起146は、加振部材84がストッパ80に当接していると
きには加振部材84の側面に当接してアーム144を撓み変形させ、加振部材操作紐142を引っ
張って加振部材84が設定位置まで摺動されたときにはアーム144を撓み変形から復元させ
て加振部材84の端部と係合して加振部材84をロックするものである。
【００９２】
　一方、アーム144の前端部の外面にはロック解除部148が形成されている。ロック解除部
148は、アーム144の前端部の外面を押圧してアーム144を撓み変形させることにより、ア
ーム144の係止突起146と加振部材84の端部との係合を解除するものである。
【００９３】
　本実施例の加振ユニットによれば、被検体10の体腔内に挿入される体腔内用探触子であ
っても、被検体に剪断波を隆起させる専用プローブを用いる必要がなく、被検体の超音波
断層像を確認しながら剪断波画像を描画したり、剪断波の伝搬速度に基づく弾性情報を計
測したりすることができる。
【符号の説明】
【００９４】
　12　超音波探触子、12a　把持部、14　加振ユニット、24　断層画像構成部、40　剪断
波伝搬速度演算部、42　剪断波弾性情報演算部、44　剪断波画像構成部、72　装着部材、
72a　縦スリット、72b　横スリット、74　加振ユニット、78　ケーブル、80　ストッパ、
82　ガイドレール、84　加振部材、84a　摺動突起、84b　操作突起、86　引張りバネ、87
　圧縮バネ、88　上端固定部、90　ロック機構、92　ロック解除機構、94　ロックアーム
、96　係止突起、98　係合部、100　解除アーム、102　解除突起、110a，110b，112a，11
2b　電極、118　加振検出センサ、140　筒状部材、142　加振部材操作紐、143　操作部材
、144　アーム、146　係止突起、148　ロック解除部、1000　超音波診断装置
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